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NPO 運営、回廊都市構想と人材育成 

 

本稿は、NPO 法人グラウンドワーク三島専務理事の渡辺が、法人の設立経

緯、34 年間にわたる活動実績と三島市への経済的・社会的貢献、そして次世

代の人材育成、「地域再生大学院大学」構想を含む将来的なビジョンについ

て語った内容をまとめたものである。 

NPO 法人グラウンドワーク三島の組織基盤と法的義務 

NPO 法人は「特定非営利活動促進法」（通称：NPO 法）を法的根拠とし

て認可される。グラウンドワーク三島は、もともと任意団体であったが、活

動の継続性と社会的信用を高めるために 1999年 10月に法人格を取得した。 



これにより、事務所の賃貸借契約や車両の保有などを個人名義ではなく法

人名義で行えるようになり、万が一の事故や火災の際も責任が個人に集中せ

ず、団体として負ことが可能となった。 

法人の運営責任は理事長や役員による連帯責任となり、組織全体で責任を

分担しながら共同運営を行う体制が敷かれている。グラウンドワーク三島は

静岡県で 10 番目に認可された NPO 法人である。 

法人格を維持するためには、NPO 法に基づく厳格な義務が課せられる。毎

年必ず総会を開催し、前年度の決算と次年度の予算について全会員に諮り、

承認を得なければならない。 

役員の任期は 2 年で、総会ごとに再任の承認が必要となる。さらに、総会

の議事録は、議事録署名人の署名が入った公式な書類として県への提出が義

務付けられており、この義務を 3 年以上怠ると法人格を剥奪されるリスクが

ある。役員に変更があった場合は法務局での登記変更も必須で、これを怠る

と裁判所から過料が科されるなど、株式会社と同様の法的手続きが求められ

る。 

34 年間の活動実績と三島市への多大な貢献 

グラウンドワーク三島は 34 年間の活動を通じて、三島市に顕著な成果と多

大な貢献をもたらしてきた。直近の年間活動実績として、約 4000 万円の予

算規模で、活動回数は 225 回、延べ参加者数は約 3000 名に上る。 

また、未来を担う子どもたちへの環境教育として、幼稚園 3 園、小学校 7

校、高校 1 校に対し合計 11 回の「環境出前講座」を実施し、585 名が受講し

た。 

これまでの活動は高く評価され、34 年間で合計 34 の賞を受賞。最近では

「グッドデザイン金賞」をはじめ、「地球倫理推進賞」（副賞 100 万円）、

「静岡県景観賞最優秀賞」という栄誉ある 3 つの賞を獲得している。 

活動の先進性から視察も絶えず、約 30 年間で国内外から約 2000 件、延べ

3 万人の視察者を受け入れており、その数はコロナ禍を経て再び増加傾向に

ある。 

経済的な貢献も非常に大きい。NPO の事業として約 30 年間で獲得した助

成金などの資金は総額 24 億 4300 万円に達する。 

さらに、境川・清住緑地（6 億円）、松毛川（10 億円）、源兵衛川（15 億

円）といった公共事業のプロデュースを通じて、国・県・市の負担分を含め

ると、34 年間で地域に誘致した資金は合計約 100 億円にものぼる。 

こうした地道な環境整備は観光客数の飛躍的な増加につながり、整備前の

174 万人から、ご当地グルメ「三島コロッケ」のブームやテレビドラマ「ご

めんね青春」のロケ地となったことで最大 800 万人まで急増。 



コロナ禍を経て 700 万人まで回復しており、これは熱海市の約 600 万人を

上回る水準である。これらの活動は、整備した場所を川や道でつなぎ、人々

が歩いて巡れる「回廊都市」の創造を目指すというビジョンに基づいている。 

東京からの移住・企業移転を促した体験型交流事業 

グラウンドワーク三島は、単に情報を発信するだけでなく、首都圏からの

関係人口創出を目的とした「体験型交流事業」を成功させた。 

東京在住者を対象に参加者を募り、計 3回、約 50名が三島を訪問。プログ

ラムでは、街歩きや川に入る体験に加え、田植えや蕎麦の種まきといった農

作業にも参加してもらった。この実践的な取り組みは参加者から絶賛され、

アンケートでは極めて高い評価を得た。 

特筆すべき成果として、この事業への参加が直接のきっかけとなり、参加

者の一人が実際に三島市へ移住を果たした。 

さらに、参加したある企業の社長や重役からは、三島が新幹線の停車駅で

ある利便性や、東西へのアクセスの良さを評価し、東京にある事務所を三島

へ移転したいとの具体的な検討が進んでいる。 

この事例は、ネットワークを活用して人々を直接地域に招き入れ、現場を

「自分ごと」として体験してもらうことが、移住・企業誘致といった具体的

な成果に結びつくことを証明した。 

次世代への継承人材育成と「地域再生大学院大学」構想 

組織の持続的な発展を見据え、代表者は次世代への継承と人材育成を最重

要課題と捉えている。 

後継者不足という現実的な問題に対し、平穏な状態では街も人も活性化し

ないという考えのもと、あえて未整備の河川などの「問題」を提示し、それ

に関わる人々の「自分が解決してやろう」という当事者意識を引き出すこと

が重要だと語る。 

まちづくりにおいて最も大切なのは、その街を「他人事」ではなく「自分

事」として捉える意識の醸成であり、これこそが人材育成の核心である。 

この手法は、かつて指導した都留文科大学の教え子たちが、現在全国の市

町村でまちづくりの担い手として活躍していることからも、その有効性が裏

付けられている。 

この課題への具体的な解決策として、「地域再生大学院大学」という壮大

な構想を掲げている。これは、社会人や経験豊富な高齢者、そして若者が、



三島という実践的なフィールドを舞台に、まちづくりの手法や歴史を共に学

び、研究・実践する場を創出するものである。 

AI による起業といった机上の空論ではなく、泥にまみれる田んぼや森とい

った「現場」にこそ真の学びがあるという「現場大学」の理念に基づき、あ

らゆる世代が実践を通じて地域再生を担う人材へと成長する仕組みを目指し

ている。 

セカンドステージでのコミュニケーションの課題と教訓 

渡辺は、立教セカンドステージ大学で 16 年間にわたりシニア層を指導して

きた経験から、高齢者が、ボランティア活動などの新たなステージで活躍す

る際のコミュニケーションの難しさについて指摘した。 

シニア層には、①口が達者である、②過去の成功体験を前提に話す、③他

者と比較して優位に立ちたがるといった傾向が見られることがある。これが

原因で、若い世代との協働において摩擦が生じやすい。 

会社員としてのキャリアがどれほど立派であっても、ボランティアという

新たな社会には独自のルールが存在し、それを学ばなければ組織は長続きせ

ず、空中分解に至るケースが多い。実際、シニアが立ち上げたボランティア

組織で 5 年以上継続している例は極めて稀だという。 

この課題を克服するためには、高齢者自身が若者と協働するためのコミュ

ニケーション技術を学ぶ必要がある。 

具体的には、自らの経験談を一方的に語るのではなく、相手の意見を引き

出すコーチングのような姿勢が求められる。 

渡辺の大学での授業においても、学生からの評価表に「自慢話ばかり」

「人の話を押さえつけて喋る」といった厳しいフィードバックが書かれたこ

ともあり、世代を超えた協働の難しさを痛感している。 

セカンドステージで活躍するには、過去の肩書から脱却し、新たな社会の

ルールを学ぶ、謙虚な姿勢が不可欠である。 


